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2，現在我が国における結核のり患の中心は高齢者で  ○結核患者収容モデル  2．低まん延化に向け、医療の質を確  2′」必要な病床数が確保できていな  
あるため、基礎疾患を有する結核患者が増加してお  事業【補助金】   保し、患者を中心とした効率的な医  い大都市圏や、結核病床の閉鎖t  
り、結核単独の治療に加えて合併症に対する治療も含  療提供を行っていくために、結核医  返上ヒより医療アクセスが悪化し  
めた複合的な治療を必要とする場合も多く、凍められ  療提供体制の再構築を行う－ことが必  ている地域が問題となっており、  

る治療形態が多様化、複雑化しでいる。そのため、我 要か。   患者中心の医療実現のために結核  
が国の現在の結板のまん延状況にかんがみ、医療たお  病床の確保、医療提供体制の再構 
いても対策の重点は発症のリスク等に応じた結核患者  築が必要である。  
に対する適正な医療の提供、治療完遂に向 ●都道府県レベルで・、■標準治療の  
援等きめ細かな個別的対応に置くことが重畢である。  他、多剤耐性結核患者や管理が複  

雑な結核治療を担う拠点病塀を定  
め、地域レベルにおいて、合併症  

治療を主に担う地域基幹病院を定  
め、都道府県で対応困難な症例を  
広域で受け入れる専門施設を定め  
るい  

●都道府県単位の拠点病院を中心  
として、各地鱒の実状に応ぢた地  
域医療連携ネッ．トワーク体制を整  
備する。また、地域連携ネッ，ト  
ワークI羊対して専門施設が支援を  
提供できる体制（専門施設ネッ＿ト  

ワ←ケ）を整備する。  
●個別の患者の病態に応じた治療  
環境を整えるべく．、また医療アク  
セスの改善を図るためにも、．結核 
病床とその他の病床を併せたユ  
ニット化病床、、感染症病床の利用  
を含めた一般病棟の中の陰圧病床  
の整嘩を検討する。  

3 結核の治療に当たっては、適正な医療が提供され  ○結核医療の基準【告  
ない場合、疾患の治癒が阻害されるのみな・らず、治療  示】  
が困細な多剤耐性結核の発生に至皐可能性がある。こ  
のため、適正な医療が提嘩されることは、公衆衛生上  
も極めて重要であり、鍔核に係る適正な医療につ■いて  
医療機関への周知を行う必要がある。   



車指・薄十 」旨く瀬 凍結頂¢＝‡碑二≡‡卓 ∴≡牒モ≡：；こ 

4 医療現場においては、結核に係る医療は特殊なも  ○入院勧告・措置【法．  3．病棟単位から病床単位の結核病床  3．結核病床（ユニット化病床含  
のではなく∴、 に移行していく中、院内感染予防  む）、モデル病床について、院内  
の延長線上で行われるべきであるとの認識の下、良質  ○入院に関する一基準 や、患者中心の医療の観点から、中  感染予防、療養環境を考慮した施  
かつ適正な医療の提供が行われるべきである。このた  ．【通知】   長期にわたる入院の療養環境によリ  設基準を定める。  
め、結核病床を有する第二種感染症指定医療機関にお’  ○退院【法22条】   配慮した方策を講じることが必要  4．前回に入退院基準を変更した後  
いては、糸吉核患者に対して、特に隔離の必要な期間  ○退院た関する基準   か。 の検証と評価をきちんど行．うべき  
は、結核のまん延の防止のための措置を採った上で、  【通知】   4．入退院基準の妥当性について、検  であり、基準の見直しについて 
患者の負う心理的重圧にも配慮しつつ、療養のために  討を継続していくことが必要か。   は、今後も新しい技術や知見を取  
必要な対応に努めるとともに、隔離の不要な結核患者  5．入院勧告に従わない患者への対応  り入れて研究班等で検討を進め  
に対してば、結核以外の患者と同様の療養環境におい  方策を検討することが必要か。   る。  
て医療を提供する必要がある■。また、患者に薬物療沫  5．強制隔離については現在の法体  
を含めた治療の必要性について十分に説明し・、‘理解及  系の中でも可能と考えられるが、  
び同意を得て治療を行うことが重要である。 実効性を持たせるためにはさらに  

何が必貫かを研究班筆で検討をし  
ていく必要がある。  

5医療機関においでは、結核の合併率が高い疾患を  
有する患者等（後天性免疫不全症候群、じん肺及び糖  
尿病の患者、人工透析を受けている患者、免疫抑制剤  
使用下の患者等）の管理に降し、・必要に応じて結核発 
症の有無を調べ、．’積極的な発病予防治療の実施に努め  
るとともに、入院患者に対し、結核に関する院内感染  
防止対策を講ずるよう努めなければならない。  

6 国民は」結核に閲す．る正しい知識を持ち、－その予  ○毎年実施する緯核予  6．結核に対する一般国民の意識が低  6．無保険者への対応、，認知症の患  
防に必要な注意を払うとともに、特に有症状時には、  防週間【通知】 下していることから、働き盛りや無  者、喫煙者に対するアピール方法  
適正な治療を受ける機会・を逃すことがないように早期  ◆結核予防会が実施す  保険者、自覚症状を意識しない者．  こぅいて充実させていく必要があ  
こ医療機関を受診し、結核と診断された場合には治療  る結核予防全国大会等  （他の呼吸器合併症を持つ者、認知  るム  
を完遂するよう努めなければならない。また、結核の  症、喫煙者）等、 
患者について、偏見や差別をもって患者の人権を損な  た受診の遅れに対する方衰を検討す  
わないようにしなければならない。  る土とが必要か。   
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l二 鱒核の治鱒を行う上での服薬確認の位置付け  

1世界保健機関峠、結核の早期制圧を目指して、・直  7．抗綺核薬の確保の必要性につい・7．抗結核薬の確保が必要。  
接服薬確認を基本とした包括的な治療戦略（DqTS戦略）  て、明記しておくことが必要か。   （・特に二次抗結核薬などの生産が  

を提唱しており■、現在までに世界各地でこの戦略の有  中止される可能性のある薬の確  
効性が証明されている。我が国においても、これまで  保、現在適応外となっている薬や  
成果をあげてきた結核に係る医療の供給基盤等を有効  今後一関発される抗結核薬の早期承  

に活用しつつ、服薬確認を軸とした患者支援、治療成  認、他の剤型の導入など）  
績の評価等を含む包括的な結核対策を構築し、人権を  
尊重しながら、これを推進することとする。  

2 国及び地方公共団体においては、服薬確認を軸と  ○結核患者に対する   臥DOTSの質を向上させ、個別的な患  臥DOTSカンファレンスやコ‘ホート  
した点者支援を全国的に普及・推進していくに当たっ  DOTSの推進について   者支援を行っていく七めの、，医療機  検討会の充実、地域連携パスの導  
て、先進的な地域における取組も参考にしつつ、・保健  （平成17年適用）   関、保健所こ社会福祉施設等を結ぷ  入などを推進する。 
所、医療機関、福祉部局、薬局等の関係機関との連携  －「月木版21世紀型■  地政連携体制のさらなる強イヒをどの  また、都市圏の住所不定者や日雇  
及び保健師、看護師、薬剤師等の複数職種の連携によ  DOTS戦略蛭進体系図」  ように促進し■ていくか。   い労働者が多い地域では外来医療  
り、積極的な活動が実施されるよう、適切に評価及び  ○結核対策特別促進事 施設に・おい七、、外来治療とDOTSを  
技術的助言を行うこととすろ。   業【補助金】  含めた患者支援を一体的に行う医  

療提供車検討する・。  

3保健所においては、地域の医療機関、薬局等との  
連携の下に服薬確認を軸と′した患者支援を実施するた  
め、積極的に調整を行うとと■もに、地域の状況を勘案  
し、特に外来での直接服薬確認が必要な場合トこは、保  
健所自らも直接服薬確認を軸とした患者支援の拠点と  
して直接服薬確認の場を提供することも検討すべきで  
ある。  

4 医師等及び保健所長は、結核の治療の基本は薬物  ○結核対策特別促進事、  9．治療完遂のための患者教育の視点  9．イ地域DOTS」が有効に成り立つ  
治療の完遂であることを理解・し、・患者に対し服薬確認  業【補助金】   から医療機関における院内DOTSの着  ために．も、入院中の「院内DOTS」  
こついての説明を行い、患者の十分な同意を得た上  実な実施が重要であるが、虞施率と  の患者教育を十分に行う必要があ  
で、入院中はもとより」退院後も．治療が確実に継続さ  質の向上を一層図っていくことが必  ることを再認識し、これを徹底し  
れるよう、医療機関等と保健所等が連携して、人権を  牽か。   ていく。   

尊重しながら、服薬確認を軸と・した患者支援を実施で  
きる体制を構築することが重要である。  
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ト三 その他甲核に係る医療の提供のための体制  

1 結核患者に係る医療は、結核病床を有する第÷種  10．結核の診断の遅れに対して、何ら  10．地域の医療機関に対する啓発の  
感染症指定医療機関及び結核指定医療機関のみで提供  かの方策を明示することが必要か。  ための地域連携の取り組みをシス  
されるものではなく、一般の厚療機関においても提供  テム化するなどヾ 保健所等のリー  
されることがあること．に留意する必要がある。すなわ  ダ「シップが重要。 
ち、結核患者が、最初に診察を受ける医療機関は」多  
くの場合一般の医療機関であるため、■一般の医療機関  
においても、．国及び都道府県等から公表された結核に  
関する情報について積極的に把握し、同時に医療機関  
内におい 
講ずるこ睾が重要である。  

2▲ 結核病床を有する第二種感染症指定医療機関にお  ○結核患者収容モデル  （－の4の項を参照）  
いては、重篤な他疾患合併患者等については一般病床，  事業【補助金】  
等において結核治療が行われることもあり、また、緯・  ．0法第38条の2の洩定  
核病床と「腺病床を一つの看護単位として治療に当た  に基づく厚労大臣の定  
る場合もあることから、国の定める施設基準■診療機  める感染症指定医療機 
能の基準等に基づき、適切な医療提供体制を維持及び  
構築するこ睾とする。   

3・医療機関及び民間の検査機関においては、外部機  11．結核菌検査の精度管理について、  1，1．－精度管理の役割と体制構築の重  
関によって行われる系統的な結核菌検査の精度管理体  外部機関による精度管理体制．め構築  要性について、結核研究所、地方 
制を構築する■こと等により、結核患者の診断の七めの  をどのように行うか具体的に示すこ  衛生研究所、病院や検査セシター  
結核菌嘩査の精度を準正に保つ必要がある。 とが必要か。   などの各蘭係機関が相互理解の  

下、協調して進めていぐ必要があ  
る。  

4‘一般の医療機関における結核患者への適正な医療  12．地域医療連携ネッ・トワークの構築  12，地域医療連携ネットワーク構築  
の提供が確保されるよう、都道府県等においては、医  こついて、都道府県等が具体的にど  のためには、医師会専の協力を得  
療関係団体と緊密な連携を図ろことが重要である。  の皐うJこ進めてし．＼くかを示すことが  

必要か。   分野上の連携を行うなど、俸健所  
が地域のインフラの活用を主導的  
に進めていくことが重要である。  

5．障害等により行動制限のある高齢者等の治療につ  
いて、∴患者の日常生活にかんがみ、接触範囲等が非常  
に限られる場合において、医療機関は、入院治療以外  
の医療の提供についても適宜検討すづきであるム  
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